
２０１４年度 決算 
２０１５年４月２８日 
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１．２０１４年度 決算概況 
 主要な財務数値 

 オペレーションの状況 

 主要トピックス 

２．２０１５年度 事業運営方針 
  業績予想 

  ２０１５年度の取り組み 

  株主還元 
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営業利益 ６,３９１億円 
 

 

 財務関連 

 

 
 

 オペレーション関連 

１,７８３万契約  

３４９万契約    

２,８７５万契約 

２０１４年度 決算概況 U.S. 
GAAP 

 営業収益 

 営業利益 

４３,８３４億円 

６,３９１億円 

 （前年度比 ： － １.７％） 

 （前年度比 ： －２２.０％） 

： 

： 

 新料金プラン契約数＊     

 純増数        

 スマートフォン利用数＊    

◆ 本資料における連結財務数値等は会計監査人による監査前のもの     

 

（前年度比 ： ２.２倍）  

（前年度末比 ： １.２倍） 

： 

： 

： 

＊ ２０１４年度末の数値    

オペレーション数値は大幅改善 



3 3 

主要な財務数値 

＊１ 各数値の算定については、本資料の「財務指標（連結）の調整表」及び当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」を参照 
＊２ フリー・キャッシュ・フロー算定にあたっては、期間３ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除く 

２０１３年度 
通期 (１) 

２０１４年度 
通期 (２) 

増減 
(２) － (１) 

営業収益 ４４,６１２ ４３,８３４ －７７８ 

営業費用 ３６,４２０  ３７,４４３ ＋１,０２３ 

営業利益 ８,１９２ ６,３９１ －１,８０１ 

当社に帰属する当期純利益 ４,６４７ ４,１０１ －５４６ 

ＥＢＩＴＤＡマージン （％） ＊１ ３５.２ ３１.２ －４.０ 

設備投資
 

７,０３１ ６,６１８ －４１４ 

フリー・キャッシュ・フロー ＊１
 

＊２ ２,５７２ ２,９５６ ＋３８４ 

（億円） 

U.S. 
GAAP 
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セグメント別 実績 U.S. 
GAAP 

通信事業 

スマートライフ 
事業 

その他の 
事業 

２０１３年度 
通期 (１) 

２０１４年度 
通期 (２) 

増減 
(２) － (１) 

３８,２７３ ３６,５４６ －１,７２８ 

８,１２７ ６,３６１ －１,７６７ 

３,５６８ ４,３７０ ＋８０２ 

１１８ －３９ －１５７ 

３,０２２ ３,１９８ ＋１７６ 

－５３ ６９ ＋１２２ 

営業利益 

営業収益 

営業利益 

営業収益 

営業利益 

営業収益 

（億円） 

◆ 報告セグメントの変更 （モバイル通信事業 → 通信事業） に伴い、一部項目について組替えを実施。詳細は本資料の「損益計算書・セグメントの見直し」を参照。 
◆ スマートライフ事業の営業利益は、携帯端末向けマルチメディア放送（ｍｍｂｉグループ事業等）に係る事業資産の減損影響 ３０２億円を含む 

ス
マ
ー
ト
ラ
イ
フ
領
域 
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１３年度 １４年度 

機器販売 
費用の増＊２ 

＋２４１億円 

営業利益 

＊１ 月々サポート影響除く  ＊２ 端末機器原価、代理店手数料の合計   

営業収益 
－７７８億円 

営業費用 
＋１,０２３億円 

８,１９２億円 

月々サポート  
影響       

－１,１７０億円 

その他の 
営業収入の増    
＋１,０６９億円 

機器販売 
収入の増      

＋３２１億円 

通信サービス 
収入の減 ＊１ 

－９９９億円 
６,３９１億円 

ネットワーク 
関連費用の減 
－１９３億円 

その他の 
費用の増 

＋６７３億円 

U.S. 
GAAP 

端末機器販売収支  
＋８０億円 

減損損失 

＋３０２億円 
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オペレーションの状況 ① 

１５７ 

３４９ 

１３年度 １４年度 

（万契約） （万契約） 

▲３８ 

１３年度 １４年度 

▲１２３ 

純増数 ＭＮＰ 

大きく改善 

１３年度 １４年度 

列1 

０.８７％ 

０.７１％ 

解約率 
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オペレーションの状況 ② 

販売数も順調に増加 

２,２５１ 
２,３７５ 

８０３ ８９８ 

１３年度 １４年度 

（万台） 総販売数 

総販売数 

新規販売数 

１,３７８ 
１,４６０ 

９９ １７３ 

１３年度 １４年度 

（万台） スマートフォン販売数 

スマートフォン販売数 

タブレット 
販売数 
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２,４３５ 

２,８７５ ７９％ 

９２％ 

'１３       

４Ｑ 

'１４       

１Ｑ 

          

２Ｑ 

          

３Ｑ 

         

４Ｑ 

スマートフォン利用数 

（万契約） 
スマートフォン
ＬＴＥ比率 

順調に拡大 

◆ グラフ内の数値は四半期末の数値 
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ＡＲＰＵ （割引適用額除き ＊） 

総合ＡＲＰＵ反転 

１,７５０ １,７３０ １,７００ １,７１０ １,７１０ 

３,０４０ ３,０４０ ２,９７０ ２,８９０ ２,８９０ 

５２０ ５３０ ５６０ ６２０ ６４０ 

５,３１０ ５,３００ ５,２３０ ５,２２０ ５,２４０ 

 '１３.４Ｑ  '１４.１Ｑ  ２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ スマートＡＲＰＵ 

（８５０） （８５０） 

（円） 

（８６０） （８８０） （９００） 

＊ 月々サポート・ドコモ光パックセット割影響等除き 
◆  （ ）内の数値は割引影響額。尚、スマートＡＲＰＵへの割引影響はなし 
◆ ＡＲＰＵの定義については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」を参照 



10 10 

新料金プラン 契約数 

系列 2 

４月５日 

１,８００万突破 

１０月１４日 

１,０００万突破 

１４年６月 
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６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

新料金プラン 収支影響 

改善トレンド継続 

２０１４年度 
収支影響 （累計） 

▲１,０７０億円 

２０１４年度 
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３月１日サービス開始 

２月１６日事前受付開始 お申込み数 
 

２３万件 
 

（２０１５年３月末時点） 



13 13 

新料金プラン 

新規獲得 

ドコモ光の６割がシェアパックを選択 

ドコモ光の２割が上位プランへ移行 

ドコモ光の３割がモバイル新規契約 
 
   

リテンション 

＊ 新規またはＭＮＰポートインが対象 
◆本ページに記載している数値は２０１４年度末時点の数値 

ドコモ光の状況 

（「光★スマホ割
＊
」 適用数） 
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１３年度 １４年度 

スマートライフ事業 

４,３７０ 

スマートライフ領域収入
 

約１,０００億円増加 

７,５６８ 

６,５９０ 

３,０２２ 

３,５６８ 

（億円） 

その他の事業 

３,１９８ 

１５％増 

◆ 新たな報告セグメントにおけるセグメント間取引を含んだ金額 
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ｄマーケット 取扱高 

大幅に増加 

５５３ 

７２８ 

１３年度 １４年度 

（億円） 
３２％増 
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'１３.４Ｑ '１４.１Ｑ  ２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ 

ｄマーケット 契約数 

力強い成長が継続 

４６８万契約 １８３万契約 

月額 
５００円コース 
２０２万契約 

４１万契約 １９１万契約 

契約数 （３月末時点） 

月額 
３００円コース 
１０２万契約 

◆ 本ページに記載しているｄマーケットは月額課金サービスのみ。グラフ内の数値は四半期末の数値 

７６９ 

（万契約） １,１８８ 
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７５０ 

１,０１０ 

１３年度 １４年度 

ｄマーケット １人あたり利用料 

大幅に増加 

３５％増 

◆年間のｄマーケット１人あたり利用料は、各月のｄマーケット取扱高の年間合計を、各月のユニークユーザ数の年間合計値で除した数値。金額は税抜。 

（円） 
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１３年度末 １４年度末 

ＬＴＥ ネットワークの拡大 

５５,３００局 

９７,４００局 

３,５００局 

◆ 通信速度は、受信時最大の数値。技術規格上の最大値で、通信環境等により変化  ◆ 国内最速は２０１５年３月現在 

１００Ｍｂｐｓ以上 
高速対応基地局 

５７,７００局 

高速対応基地局数 大幅増 
 

       ３月２７日 開始 
 

国内最速 ２２５Ｍｂｐｓサービス 



19 19 

設備投資 

７,０３１ 

６,６１８ 

１３年度 １４年度 

（億円） 

（年間計画 ６,９００億円） 

計画を上回る効率化 
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'１４.１Ｑ 

     

２Ｑ             

（累計） 

３Ｑ             

（累計） 

１４年度              

（累計） 

計画を上回る効率化 

コスト効率化 

（億円） 

▲１,２００
 

計画 
▲１,０５０ 



21 21 

２０１４年度決算 まとめ 

 新料金プラン・ドコモ光導入による競争力向上 

 スマートライフ領域収入の拡大 

 ＬＴＥ ネットワークの拡大・高速化と 
 設備投資の効率化 

 計画を上回るコスト効率化 

 株主還元の強化 
 （６５円への増配、４,７３０億円の自己株式取得） 
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１．２０１４年度 決算概況 
 主要な財務数値 

 オペレーションの状況 

 主要トピックス 

２．２０１５年度 事業運営方針 
  業績予想 

  ２０１５年度の取り組み 

  株主還元 
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２０１５年度 業績予想 

＊１ 各数値の算定については、本資料の「財務指標（連結）の調整表」及び当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「株主・投資家情報」を参照 
＊２ フリー・キャッシュ・フロー算定にあたっては、期間３ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除く 

２０１４年度 
通期 (１) 

２０１５年度 
通期予想 (２) 

増減 
(１)→(２) 

営業収益 ４３,８３４ ４５,１００ ＋１,２６６ 

営業費用 ３７,４４３ ３８,３００ ＋８５７ 

営業利益 ６,３９１ ６,８００ ＋４０９ 

当社に帰属する当期純利益 ４,１０１ ４,７００ ＋５９９ 

ＥＢＩＴＤＡマージン （％） ＊１ ３１.２ ２９.７ －１.５ 

設備投資
 

６,６１８ ６,３００ －３１８ 

フリー・キャッシュ・フロー ＊１
 

＊２ ２,９５６ ４,０００ ＋１,０４４ 

（億円） 

U.S. 
GAAP 
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２０１５年度 オペレーション指標 

２０１４年度 
通期(１) 

２０１５年度 
通期予想 (２) 

増減 
(１)→(２) 

純増数 （万契約） ３４９ ３３０ －１９ 

総販売数 （万台） ２,３７５ ２,４１０ ＋３５ 

 （再）スマートフォン販売数 （万台） １,４６０ １,５８０ ＋１２０ 

ＬＴＥ 契約数 （万契約） ３,０７４ ３,７００ ＋６２６ 

ドコモ光 契約数 （万契約） ２３
＊

  １８０ ＋１５７ 

＊ 申込数 
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１４年度 １５年度 （予想） 

営業利益の主な増減要因 

＊ 割引適用額除き 

６,３９１億円 

６,８００億円 

▲２,７００億円 

＋２,１００億円 

＋７００億円 

 ＋５００億円 

▲２,９００億円 

• 月々サポート 

• 端末機器販売収支 

• トラフィック増に伴うコスト 

• その他 

モバイル通信サービス収入の増
 ＊ 

スマートライフ領域の成長 

コスト効率化 



26 26 

 ＡＲＰＵ反転 
（音声収入の下げ止まり、パケット収入の増） 

 顧客基盤の拡大 
（新規獲得、リテンションの強化） 

ドコモ光 新料金 × 

モバイル通信サービス収入の増 

ドコモ光と新料金がドライバー 
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スマートライフ領域の成長 

３３２ 

５００ 

３０ 

１４年度 １５年度（予想） 

営業利益５００億円へ 

※ 減損損失除く 

（億円） 
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コスト効率化 

更なる効率化の推進 

１４年度 １５年度 （予想） 

▲２,１００ 

▲１,２００ 

▲３,３００ 

 

取り組み分野 

 【ネットワーク】 
  設備投資、保守委託費等 

 【マーケティング】 
  販売ツール、請求書費用等 

 【その他】 
  研究開発、情報システム等 

（億円） 

＊ 数値は２０１３年度比の累計削減額 



29 29 

ネットワークの更なる高速化 

２２５Ｍｂｐｓ 

３００Ｍｂｐｓ 

ＣＡ
 ＊１ 

高度化 

３７０Ｍｂｐｓ 
ＭＩＭＯ

 ＊２ 

高度化 等 

１Ｇｂｐｓへ 

５Ｇ 

２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０２０年度 

ＣＡ ＊１ 

５Ｇに向け３００Ｍｂｐｓ開始へ 

３.５ＧＨｚ帯 

設備投資 ６,３００億円 

＊1 ＣＡ（キャリアアグリゲーション） ： 複数の周波数帯を束ねて通信速度を向上させる技術 
＊2 ＭＩＭＯ ： 複数のアンテナから異なる信号を同時に送受信する技術 
◆ 通信速度は、受信時最大の数値。技術規格上の最大値で、通信環境等により変化。 
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２０１５年度の取り組み 

成長に向け、結果にこだわる年 

 新料金プラン・ドコモ光の加入促進、リテンションの強化 

上位プランへの移行促進等によるパケット収入の増 

 ｄマーケット等の取り組み加速、サービス領域をホームへ拡大 

 法人営業の強化による新規開拓、Ｂ２Ｂ２Ｃの更なる強化 

ＰＲＥＭＩＵＭ ４Ｇ の強化と設備投資の効率化 

構造改革による徹底的なコスト効率化 

通
信
サ
ー
ビ
ス 

収
入
の
増 

ス
マ
ー
ト
ラ
イ
フ 

領
域
の
成
長 

コ
ス
ト
効
率
化 
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５２ 
５６ 

６０ ６０ 
６５ 

７０ 

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度（予定） １５年度（予想） 

 配当額（１株あたり）  配当性向 

株主還元 

４４.１％ 
５０.１％ ５０.７％ 

（円） 

５３.５％ 

 １株当たり配当金 

５７.８％ 

◆ １株あたりの配当額は、２０１３年１０月１日に実施した １：１００ の株式分割を考慮後の数値 

５円増配の７０円 

６４.０％ 
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中期目標に向けて確かな一歩へ 

区分 ２０１５年度予想 ２０１７年度目標 

営業利益 ６,８００億円 ８,２００億円以上 

スマートライフ領域 ５００億円 
 

１,０００億円以上 

コスト効率化 ▲３,３００億円 
＊ 

 

   ▲４,０００億円以上 

設備投資額 ６,３００億円 
 ２０１５年度～２０１７年度 

  ６,５００億円以下 

株主還元 ５円増配の７０円（予想） 
 増配と自己株式取得 

による強化 

＊ ２０１４年度 １,２００億円、２０１５年度 ２,１００億円の合計 

営業利益 

２０１３年度比 
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Appendices 
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損益計算書・セグメントの見直し 
変更後 

通信事業 

その他の事業 

スマートライフ事業 

モバイル通信事業 

その他の事業 

スマートライフ事業 

モバイル通信サービス収入 

その他の営業収入 

端末機器販売 

モバイル通信サービス 

その他の営業収入 

端末機器販売 

通信サービス 

変更前 

光通信サービス及び 
その他の通信サービス収入 

連
結
損
益
計
算
書 

営
業
収
益 

内
訳 

セ
グ
メ
ン
ト
情
報 

＊ 

＊ 

＊ 見直しに伴い、一部項目を組替え 
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セグメントに含まれるサービス等 

通信事業 

スマートライフ事業 

その他の事業 

等 

  

・ケータイ補償サービス ・システム開発・販売・保守受託 等 

・ＬＴＥ （Ｘｉ） サービス 
・ＦＯＭＡサービス 

モバイル通信サービス収入 

・国際サービス 
 

・端末販売 

・動画配信サービス 
・音楽配信サービス 
・電子書籍サービス 
・オンラインショッピングサービス  等 

ｄマーケット （メディアコンテンツ、コマース） 

・クレジットサービス 
・料金回収代行  等 

金融・決済サービス 

・通信販売 
・音楽ソフト販売 
・食品宅配    等 

ショッピングサービス（コマース） 

・料理教室 
・健康管理 
・メディカルデータベース  等 

生活関連サービス 

・光通信サービス 

光通信サービス及びその他の通信サービス収入 

・衛星電話サービス 等 ・海外ケーブルテレビサービス 
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１３年度 １４年度 
１５年度 

（通期予想） 

通信サービス 29,640 27,472 27,550

端末機器販売 8,720 9,041 9,290

その他の営業収入        6,252 7,322 8,260

営業収益の推移 

◆ 「国際サービス収入」 は 「通信サービス」 に含めております 
◆ ２０１４年度において、従来その他の営業収入に含めていた収入の一部（衛星電話、海外ケーブルテレビ収入等）を光通信サービス及びその他の通信サービス収入に計上しています。 
  それに伴い、２０１３年度のその他の営業収入額を８２億円組替えています。 

U.S. 
GAAP 

（単位：億円） 

４４,６１２ ４３,８３４ ４５,１００ 
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１３年度 １４年度 
１５年度 

（通期予想） 

人件費 2,759 2,865 2,960

経費 23,382 24,181 25,090

減価償却費 7,187 6,598 6,250

減損損失 302

固定資産除却費 654 695 670

通信設備使用料 2,047 2,403 2,930

租税公課 391 401 400

（再掲） 収益連動経費 ＊ 12,574 12,810 12,720

（再掲） その他経費 10,808 11,370 12,370

営業費用の推移 

＊収益連動経費＝端末機器原価＋代理店手数料＋ロイヤリティプログラム経費 

３６,４２０ ３８,３００ 

（単位：億円） 

U.S. 
GAAP 

３７,４４３ 

- - 
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１３年度 １４年度 
１５年度 

（通期予想） 

通信事業 （ＬＴＥ （Ｘｉ）） 3,311 4,067 3,660

通信事業 （ＦＯＭＡ）     385 14 0

通信事業 （その他） 2,888 2,273 2,350

スマートライフ事業 275 172 180

その他 172 91 110

設備投資の推移 

７,０３１ 
６,６１８ 

６,３００ 

U.S. 
GAAP 

（単位：億円） 

◆ 報告セグメントの変更に伴い、１３年度実績の内訳を旧報告セグメントから組替えております。 
◆ 旧報告セグメントにおける「携帯電話事業（ＬＴＥ）」及び「 「携帯電話事業（ＦＯＭＡ）に含まれていた研究開発投資額は、新報告セグメントにおいては主に「通信事業（その他）」に計上。 
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オペレーションの状況 

◆ ２０１４年度第２四半期よりＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定方法を変更。（それに伴い、２０１３年度のＡＲＰＵ及びＭＯＵ実績数値も変更） 
◆ ＡＲＰＵの定義については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」を参照。   ◆契約数については、各期末の数値。 

増減 ２０１５年度
(２) － (１) （通期予想）

契約数 　【千契約】 ６３,１０５ ６６,５９５ ＋３,４９０ ６９,９００

４１,１４０ ３５,８５１ ▲５,２８９ ３２,９００

２１,９６５ ３０,７４４ ＋８,７７９ ３７,０００

２６,４１５ ２２,３３８ ▲４,０７７ １９,１００

２３,７８１ ２８,１６０ ＋４,３７９ ３１,９００

３,３３８ ４,１７６ ＋８３８ -

１,５６９ ３,４９０ ＋１,９２１ ３,３００

２２,５１４ ２３,７５１ ＋１,２３７ ２４,１００

新規 ５,００５ ６,０９１ ＋１,０８６ -

契約変更 ７,１５４ ５,２７１ ▲１,８８４ -

機種変更 ２,６０１ ５,８３６ ＋３,２３５ -

新規 ３,０２３ ２,８９０ ▲１３３ -

契約変更 ６９ １３０ ＋６１ -

機種変更 ４,６６２ ３,５３４ ▲１,１２８ -

１３,７８１ １４,５９５ ＋８１４ １５,８００

０.８７ ０.７１ ▲０.１６ -

４,６１０ ４,３７０ ▲２４０ ４,３１０

１,４１０ １,１８０ ▲２３０ １,０９０

２,７００ ２,６００ ▲１００ ２,５４０

５００ ５９０ ＋９０ ６８０

１０９ １１２ ＋３ -

 （再） 通信モジュールサービス

２０１３年度 (１) ２０１４年度 (２)

 （再） ＦＯＭＡ

 （再） ＬＴＥ　（Ｘｉ）

 （再） ｉモード

携
帯
電
話

販売数 【千台】
（端末持込分含む）

ＭＯＵ 【分】

解約率 【％】

総合ＡＲＰＵ 【円】

 音声ＡＲＰＵ 【円】

 パケットＡＲＰＵ 【円】

 スマートＡＲＰＵ 【円】

販売数

ＬＴＥ
（Ｘｉ）

ＦＯＭＡ

スマートフォン販売数　【千台】

純増数 　【千契約】

 （再） ｓｐモード
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主なサービスの状況 

２０１４年度 ２０１４年度 増減
　３Ｑ末 (１) ４Ｑ末 (２)

(２) － (１)

４３０ ４６８ ＋３９

２４５ ３０４ ＋５９

１４７ １８３ ＋３７

２８ ４１ ＋１４

１１７ １９１ ＋７４

４２１ ４９２ ＋７２

８０６ ９８０ ＋１７４

５７ ６６ ＋９

１７０ １７５ ＋５

 　その他サービス

 　カラダのキモチ （万契約）

 　ＮＯＴＴＶ （万契約）

 　ｄＴＶ 契約数 （万契約）

 　ｄヒッツ 契約数 （万契約）

 　ｄアニメストア 契約数 （万契約）

 　ｄキッズ 契約数 （万契約）

　 ｄマガジン 契約数 （万契約）

 　ドコモサービスパック

 　おすすめパック （万契約）

 　あんしんパック （万契約）

 　ｄマーケット
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1,870 1,870  1,860  1,750  1,730  1,700  1,710  1,710  1,760  

2,930 2,970  3,000  3,040  3,040  2,970  2,890  2,890  2,900  

470 500  510  520  530  560  620  640  680  

5,270 5,340  5,370  5,310  5,300  5,230  5,220  5,240  5,340  

 １３年度 

１Ｑ  

２Ｑ  ３Ｑ   ４Ｑ  １４年度 

１Ｑ 

 ２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ １５年度 

（通期予想） 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ スマートＡＲＰＵ 

総合ＡＲＰＵ （割引適用額除き） 

◆ スマートＡＲＰＵへは、割引影響はありません。 
◆ ２０１４年度第２四半期よりＡＲＰＵの算定方法を変更。（それに伴い、２０１３年度及び２０１４年度１ＱのＡＲＰＵ実績数値も変更）  
◆ ＡＲＰＵの定義については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法」を参照。 

 
※ （）内の数値は割引影響額 

（660） （760） （850） 

（単位：円） 

（850） （1,030） （860） （590） （880） （900） 
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1,490  1,460  1,400  1,260  1,250  1,190  1,160  1,120  1,090  

2,720  2,720  2,700  
2,680  2,670  2,620  2,560  2,580  2,540  

470  500  510  
520  530  560  620  640  680  

4,680  4,680  4,610  
4,460  4,450  4,370  4,340  4,340  4,310  

１３年度 

１Ｑ 

２Ｑ  ３Ｑ   ４Ｑ  １４年度 

１Ｑ  

 ２Ｑ  ３Ｑ  ４Ｑ １５年度 

（通期予想） 

音声ＡＲＰＵ パケットＡＲＰＵ スマートＡＲＰＵ 

総合ＡＲＰＵ  ・ ＭＯＵ 
（単位：円） 

ＭＯＵ 
（分） 

110 110 105 103 112 

◆ ２０１４年度期第２四半期よりＡＲＰＵ及びＭＯＵの算定方法を変更。（それに伴い、２０１３年度及び２０１４年度１ＱのＡＲＰＵ及びＭＯＵ実績数値も変更）  
◆ ＡＲＰＵの定義については、本資料の「ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法について」を参照。 

111 118 115 
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主要な財務指標 

２０１３年度 
期末 

２０１４年度 
期末 

２０１５年度 
（予想） 

 収益性・効率性に関する指標 

  ＥＢＩＴＤＡ （億円） １５,７２２ １３,６９１ １３,４００ 

  ＥＢＩＴＤＡマージン （％） ３５.２ ３１.２ ２９.７ 

  フリー・キャッシュ・フロー （億円） ２,５７２ ２,９５６ ４,０００ 

  ＲＯＥ （％）  ※当社に帰属する当期純利益÷株主資本＊ ８.４ ７.４ ８.６ 

 安全性に関する指標 

  株主資本比率 （％） ※株主資本÷総資産 ７５.２ ７５.３ ７７.２ 

  Ｄ／Ｅ レシオ （倍）  ※有利子負債÷株主資本 ０.０４１ ０.０４１ ０.０４０ 

   有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ倍率 （倍） ０.１５ ０.１６ ０.１７ 

 株式価値に関する指標 

  ＥＰＳ （円） ※1株当り当社に帰属する当期純利益 １１２.０７ １０１.５５ １２１.０９ 

  ＰＥＲ （倍） ※時価総額÷当社に帰属する当期純利益 １４.５３ １９.７４ － 

   ＰＢＲ （倍） ※時価総額÷株主資本 １.２０ １.５０ － 

   配当性向 （％） ５３.５ ６４.０ ５７.８ 

  配当利回り （％）   年間配当金額÷期末株価 ３.７ ３.１ － 

  時価総額 （億円）   期末株価×発行済み株式数              

                      （自己株式除く） 
６７,５０９ ８０,９４８ － 

◆ ＲＯＥの計算に使用している株主資本は前期末と当期末の平均値。 
◆ フリー・キャッシュ・フロー算定にあたっては、期間３ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減を除く 
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ＡＲＰＵ・ＭＯＵの定義および算出方法 
 

① ARPU・MOUの定義 

a. ARPU（Average monthly Revenue Per Unit）：1契約当たり月間平均収入 

 1契約当たり月間平均収入(ARPU)は、1契約当たりの各サービスにおける平均的な月間営業収益を計るために使われています。ARPUはモバ

イル通信サービス及びその他の営業収入の一部を、当該期間の稼動契約数で割って算出されています。こうして得られたARPUは1契約当たりの

各月の平均的な利用状況及び当社による料金設定変更の影響を分析する上で有用な情報を提供するものであると考えています。なお、ARPUの

分子に含まれる収入は米国会計基準により算定しています。 

 

b. MOU（Minutes of Use）：1契約当たり月間平均通話時間 

 

 

② ARPUの算定式 

総合ARPU：音声ARPU＋パケットARPU＋スマートARPU 

・音声ARPU：音声ARPU関連収入(基本使用料、通話料)÷稼動契約数 

・パケットARPU：パケットARPU関連収入(月額定額料、通信料)÷稼動契約数 

・スマートARPU：その他の営業収入の一部(コンテンツ関連収入、料金回収代行手数料、端末補償サービス収入、広告収入等)÷稼動契約数 

 

 

③ 稼動契約数の算出方法 

当該期間の各月稼動契約数((前月末契約数＋当月末契約数)÷2)の合計 

 

 

（注） 通信モジュールサービス、「電話番号保管」、「メールアドレス保管」、「ドコモビジネストランシーバー」並びに仮想移動体通信事業者（MVNO）

へ提供する卸電気通信役務及び事業者間接続は、ARPU及びMOUの算定上、収入及び契約数のいずれにも含めていません。 
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財務指標（連結）の調整表 ① 
１． ＥＢＩＴＤＡ、ＥＢＩＴＤＡマージン 

２．ＲＯＥ 

2016年3月期 
通期 （予想） 

2014年3月期 
通期 

2015年3月期 
通期 

a. 当社に帰属する当期純利益 4,700 4,647 4,101 

b. 株主資本 54,791 55,059 55,117 

ROE （=a/b）  8.6% 8.4% 7.4% 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

（注）当社が使用しているEBITDA及びEBITDAマージンは、米国証券取引委員会(SEC)レギュレーション S-K Item10(e)で用いられているものとは異なっています。従って、他社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。  

（注）株主資本：（前（前々）連結会計年度末株主資本＋当（前）連結会計年度末株主資本）÷2  

  
2016年3月期 
通期 （予想） 

2014年3月期 
通期 

2015年3月期 
通期 

a. ＥＢＩＴＤＡ 13,400 15,722 13,691 

減価償却費 △ 6,250 △ 7,187 △ 6,598 

有形固定資産売却・除却損 △ 350 △ 343 △ 401 

減損損失 － － △ 302 

営業利益 6,800 8,192 6,391 

営業外損益（△費用） 70 139 48 

法人税等 △ 2,120 △ 3,080 △ 2,381 

持分法による投資損益（△損失） △ 70 △ 691 △ 78 

控除：非支配持分に帰属する当期純損益（△利益） 20 88 121 

b.当社に帰属する当期純利益 4,700 4,647 4,101 

c.営業収益 45,100 44,612 43,834 

 ＥＢＩＴＤＡマージン (=a/c) 29.7% 35.2% 31.2% 

 売上高当期純利益率 (=b/c) 10.4% 10.4% 9.4% 
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財務指標（連結）の調整表 ② 

３．フリー・キャッシュ・フロー （資金運用に伴う増減除く） （単位：億円） 

2016年3月期 
通期 （予想） 

2014年3月期 
通期 

2015年3月期 
通期 

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,300 10,006 9,630 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 6,300 △ 7,036 △ 6,512 

フリー・キャッシュ・フロー 4,000 2,971 3,118 

資金運用に伴う増減 （注） - 399 162 

フリー・キャッシュ・フロー 
（資金運用に伴う増減除く） 

4,000 2,572 2,956 

(注)資金運用に伴う増減とは、期間3ヵ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減です。 
      2014年3月期通期、2015年3月期通期の投資活動によるキャッシュ・フローは、資金運用に伴う増減を含んでいます。 
     2016年3月期通期（予想）の投資活動によるキャッシュ・フローは、資金運用に伴う増減の予想が困難であるため、資金運用に伴う増減は見込んでいません。 
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本資料に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記述は、当社グループが現在入手している情報に基づく、現時点における予測、期

待、想定、計画、認識、評価等を基礎として記載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するためには、過去に確定し正確に認識された事実以外に、予想を

行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いています。これらの記述ないし事実または前提（仮定）は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があ

ります。その原因となる潜在的リスクや不確定要因としては以下の事項があり、これらはいずれも当社グループの事業、業績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性

があります。また潜在的リスクや不確定要因はこれらに限られるものではありませんのでご留意ください。 

  

1. 携帯電話の番号ポータビリティ、訴求力のある端末の展開、新規事業者の参入、他の事業者間の統合など、通信業界における他の事業者等及び他の技術等との競争の
激化や競争レイヤーの広がりをはじめとする市場環境の変化に関連して、当社グループが獲得・維持できる契約数が抑制されたり、当社グループの想定以上にＡＲＰＵの
水準が逓減し続けたり、コストが増大したり、想定していたコスト削減ができない可能性があること 

2. 当社グループが提供している、あるいは新たに導入・提案するサービス・利用形態・販売方式が十分に展開できない場合や想定以上に費用が発生してしまう場合、当社グ
ループの財務に影響を与えたり、成長が制約される可能性があること 

3. 種々の国内外の法令・規制・制度等の導入や変更または当社グループへの適用等により、当社グループの事業運営に制約が課されるなど悪影響が発生し得ること 

4. 当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に悪影響が発生したり、コストが増加
する可能性があること 

5. 当社グループが採用する移動通信システムに関する技術や周波数帯域と互換性のある技術や周波数帯域を他の移動通信事業者が採用し続ける保証がなく、当社グ
ループの国際サービスを十分に提供できない可能性があること 

6. 当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業領域への出資等が適正な収益や機会をもたらす保証がないこと 

7. 当社グループや他の事業者等の商品やサービスの不具合、欠陥、不完全性等に起因して問題が発生し得ること 

8. 当社グループの提供する商品・サービスの不適切な使用等により、当社グループの信頼性・企業イメージに悪影響を与える社会的問題が発生し得ること 

9. 当社グループまたは業務委託先等における個人情報を含む業務上の機密情報の不適切な取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージの低下等が発生し得
ること 

10. 当社グループ等が事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よりライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品またはサービスの提
供ができなくなったり、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に損害賠償責任等を負う可能性があること、また、当社グループが保有する知的財産権
等の権利が不正に使用され、本来得られるライセンス収入が減少したり、競争上の優位性をもたらすことができない可能性があること 

11. 自然災害、電力不足等の社会インフラの麻痺、有害物質の拡散、テロ等の災害・事象・事件、及び機器の不具合等やソフトウェアのバグ、ウイルス、ハッキング、不正なア
クセス、サイバーアタック、機器の設定誤り等の人為的な要因により、当社グループのサービス提供に必要なネットワークや販売網等の事業への障害が発生し、当社グルー
プの信頼性・企業イメージが低下したり、収入が減少したり、コストが増大する可能性があること 

12. 無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること 

13. 当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ること 

 

本資料に掲載されている会社名、ロゴ、製品名、サービス名およびブランドなどは、株式会社 ＮＴＴドコモまたは該当する各社の登録商標または商標です。 
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